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経済財政運営と改革の基本方針2025
～「今日より明日はよくなる」と実感できる社会へ～
令和７年６月13日

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現
２．主要分野ごとの重要課題と取組方針
（１）全世代型社会保障の構築
本格的な少子高齢化・人口減少が進む中、技術革新を促進し、中長期的な社会の構造変化に耐え得る強靱で持続可能な社会保障制度を確立する。
このため、「経済・財政新生計 画」に基づき、持続可能な社会保障制度を構築するための改革を継続し、国民皆保険・皆年金を将来にわたって維持し、次世代に継承することが必要である。 
医療・介護・障害福祉等の公定価格の分野の賃上げ、経営の安定、離職防止、人材確保 がしっかり図られるよう、コストカット型からの転換を明確に図る必要がある。このため、これまでの歳出改革を通じた保険料負担の抑制努力も継続しつつ、次期報酬改定を始めとした必要な対応策において、2025年春季労使交渉における力強い賃上げの実現や昨今の物価上昇による影響等について、経営の安定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げに確実につながるよう、的確な対応を行う。
このため、2024年度診療報酬改定による処遇改善・経営状況等の実態を把握・検証し、2025年末までに結論が得られるよう検討する。また、介護・障害福祉分野の職員の他職種と遜色のない処遇改善や業務負担軽減等の実現に取り組むとともに、これまでの処遇改善等の実態を把握・検証し、2025年末までに結論が得られるよう検討する。また、事業者の経営形態やサービス内容に応じた効果的な対応を検討する。持続可能な社会保障制度のための改革を実行し、現役世代の保険料負担を含む国民負担の軽減を実現するため、ＯＴＣ類似薬の保険給付の在り方の見直しや、地域フォーミュ ラリの全国展開、新たな地域医療構想に向けた病床削減、医療ＤＸを通じた効率的で質の高い医療の実現、現役世代に負担が偏りがちな構造の見直しによる応能負担の徹底、がんを含む生活習慣病の重症化予防とデータヘルスの推進などの改革について、引き続き行われる社会保障改革に関する議論の状況も踏まえ、2025年末までの予算編成過程で十分な検討を行い、早期に実現が可能なものについて、2026年度から実行する。
（略）



（中長期的な介護提供体制の確保等） 
医療・介護ニーズを抱える高齢者や独居高齢者が増加する中、要介護状態や認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、中長期的な介護サービス提供体制の確保 のための方向性を2025年中にまとめる。具体的には、2040年以降を見据え、人口減少や高齢化の進展によるサービス需要の地域差に応じ、中山間地域での柔軟な対応など各地域で 地域包括ケアシステムを深化させるための方策を整理しつつ、地域医療構想を踏まえた医療・介護連携や介護予防の強力な推進、質の高いケアマネジメントの実現を含めた多職 種間の連携や相談体制の充実、介護テクノロジーの社会実装に向けた実証・導入・伴走支 援による生産性向上、事業者間の連携・協働化や大規模化の経営改善の取組や、ワーキン グケアラーへの対応など官民連携による介護保険外サービスの普及、外国人を含む介護人 材の確保・定着を支援する。有料老人ホームの運営やサービスの透明性と質を確保する。
介護保険制度について、利用者負担の判断基準の見直し等の給付と負担の見直しに関す る課題について、2025年末までに結論が得られるよう検討する。
（略）
４．物価上昇に合わせた公的制度の点検・見直し 
賃上げや投資が増加し、コストカット型経済からの脱却が見えてきた今、政府自身が、物価上昇を上回る賃金上昇の実現に向けて率先すべく、以下の３つの取組を総合的に実行する。
その際には、労働の価値、平素からの備えの価値を正しく評価し、価格に表すことの重要性を軸に据えて取組を進める。
物価上昇が継続していることを踏まえ、予算、税制における長年据え置かれたままの様々な公的制度に係る基準額や閾値について、国民生活へ深刻な影響が及ばないよう、省庁横断的・網羅的に点検し、見直しを進める。その際、各項目の点検と併せ、政策効果を担保 するため、制度の特性に応じた定期的な改定ルールを設け、足元の物価上昇に的確に対応できるような仕組みづくりを行う。
同時に、本基本方針第２章及び第３章に記載している、
· 公定価格（医療・介護・保育・福祉等）の引上げ
· 働き手の賃上げ原資を確保できる官公需における価格転嫁の徹底を省庁横断的に推進する。
（略）
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第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現 

２．主要分野ごとの重要課題と取組方針 

（１）全世代型社会保障の構築 

本格的な少子高齢化・人口減少が進む中、技術革新を促進し、中長期的な社会の構

造変化に耐え得る強靱で持続可能な社会保障制度を確立する。 

このため、「経済・財政新生計 画」に基づき、持続可能な社会保障制度を構築する

ための改革を継続し、国民皆保険・皆年金を将来にわたって維持し、次世代に継承す

ることが必要である。  

医療・介護・障害福祉等の公定価格の分野の賃上げ、経営の安定、離職防止、人材

確保 がしっかり図られるよう、コストカット型からの転換を明確に図る必要がある。

このため、これまでの歳出改革を通じた保険料負担の抑制努力も継続しつつ、次期報

酬改定を始めとした必要な対応策において、2025年春季労使交渉における力強い賃上

げの実現や昨今の物価上昇による影響等について、経営の安定や現場で働く幅広い職

種の方々の賃上げに確実につながるよう、的確な対応を行う。 

このため、2024年度診療報酬改定による処遇改善・経営状況等の実態を把握・検証

し、2025年末までに結論が得られるよう検討する。また、介護・障害福祉分野の職員

の他職種と遜色のない処遇改善や業務負担軽減等の実現に取り組むとともに、これま

での処遇改善等の実態を把握・検証し、2025年末までに結論が得られるよう検討す

る。また、事業者の経営形態やサービス内容に応じた効果的な対応を検討する。持続

可能な社会保障制度のための改革を実行し、現役世代の保険料負担を含む国民負担の

軽減を実現するため、ＯＴＣ類似薬の保険給付の在り方の見直しや、地域フォーミュ 

ラリの全国展開、新たな地域医療構想に向けた病床削減、医療ＤＸを通じた効率的で

質の高い医療の実現、現役世代に負担が偏りがちな構造の見直しによる応能負担の徹

底、がんを含む生活習慣病の重症化予防とデータヘルスの推進などの改革について、

引き続き行われる社会保障改革に関する議論の状況も踏まえ、2025年末までの予算編

成過程で十分な検討を行い、早期に実現が可能なものについて、2026年度から実行す

る。 

（略） 

 

 

 

